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　中国経済は改革開放政策を施行してから高成長

を続けている。2008 年にはアメリカ発金融危機

の影響を受けたが、早い時期から脱却し、2009

年の GDP 成長率は前年比 8.7％増に回復した 2。

三十年間あまりの成長を経て、貿易額は急速に

拡大した。1985 年の中国の貿易額は 696 億ドル、

世界に占める割合はわずか 1.8％であった 3。2008

年になると 25,615 億ドルに拡大し、世界に占め

る割合は 7.9％に達した 4。さらに 2009 年の輸出

額は 12,017 億ドルに達し、ドイツを抜いて世界

一位となった 5。貿易額が急速に増加すると共に、

貿易構造の改善もはかられている。輸出品目をみ

ると、中国は従来の労働集約製品・資源集約製品

依存から脱却し、機械製品・電子製品など付加価

値の高い製品に依存する構造転換を実現してい

る。

　しかし、貿易発展のアンバランスも顕著に現れ、

貿易額における東部、中部、西部の地域格差が拡

大した。アンバランスの問題を是正するために中

国政府は西部大開発、中部地域振興、東北振興策

など数々の政策を打ち出しているが、効果は顕著

には現れていない。製造業における持続的発展は

中国経済にとって重要な意味を持っており、それ

を実現するためには国内諸地域における産業の協

調的発展が望ましい。このような状況の中で、東

部、中部と西部における産業構造の研究が求めら

れ、とくに長期間における諸地域の競争優位の変

化が課題として提起されている。現実では詳細な

データが入手困難のため、地域間における産業競

争優位構造の研究は少ない。

　本稿は貿易の視点から産業の国際競争力を分析

し、中国全体と国内諸地域における産業構造の一

面を明らかにする。一般に、産業構造の研究は生

産額、就業人口、所得、技術水準、市場状況など

の分析が必要であるが、本稿は産業構造の国際的

側面に特化し、貿易データを用いて産業の国際競

争力の変化を考察する。具体的には中国全体およ

び地域間における複数産業の国際競争優位の構

造、特定産業における国際競争力の変化などを考

察する。このテーマは世界における中国の産業競

争力の変化、中国の産業高度化のプロセスと地域

間における産業の協調的発展にかかわっており、

中国の貿易成長と経済の持続的発展にとって重要

な課題である。

　地域間の貿易発展と産業の構造変化に関連し

て、最近雁行形態中国国内版の議論が展開されて
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いる。東部地域は雁の群れの先頭として資本・技

術が蓄積されて高度な資本集約産業が発展する。

中部と西部は雁の群れの中位と後尾として資源・

労働力が蓄積されて労働集約型・資源集約型産業

が発展する。さらに産業は付加価値の低い産業か

ら高い産業の順に、東部から徐々に中部、西部に

移っていくことが主な論点である。しかし実態は

そうであろうか。本稿はこれまでの研究を踏まえ、

東部、中部と西部における産業発展と貿易成長の

様態と変化を分析し、雁行形態の中国国内版議論

に対して貿易データによる検証を行う。

　中国の産業構造を分析する論文を挙げてみよ

う。陳（2008）は 1978 年から 2006 年にかけて全

産業に占める各産業のシェアを分析した結果、第

１次産業（農業）や第３次産業（サービス業）と

比較して第２次産業（工業）が一貫して最も高

い割合を占めていると確認した。金（2002）は

1958 年から 1998 年にかけて中国の産業構造の

変化を考察し、「中国が工業化社会に入ったの

は 1960 年代半ばであり、第 3次産業が本格的に

発展し始めたのは経済改革の 1980 年半ばごろで

あった」と述べている。王（2001）は 1981 年か

ら 1995 年にかけて産業構造の変化を分析した結

果、中国の産業は経済発展に伴い、農業から工業

へ顕著に移行する一方、サービス業への本格的な

移行には至っていないことを明らかにした。劉

（2005）も同様の議論を展開している。上記研究

は第１次産業、第２次産業、第３次産業という大

まかな産業分類に基づいて分析しており、製造業

に特化した詳細の分析に至っていない。

　産業の国際競争力の分析については下記の論文

が挙げられよう。王（2007）は輸出産業の国際競

争力の視点から、中国の主要な輸出産業や品目は

依然として低コスト・労働集約型の産業が大多数

を占め、日本のような技術集約型の産業は極めて

少ないと論じている。横山（1999）は現代中国の

輸出において労働集約型産業の製品は今なお比較

優位にあり、輸出入とも機械、電気電子関連製品

が最大のシェアを持っていることを明らかにして

いる。藍（2003）の研究では、中国における競争

優位産業は労働集約産業に集中しており、国際分

業のシステムにおいて中国は依然として低いレベ

ルのままであると議論している。上記研究はほと

んど中国全体を対象地域として分析しており、国

内諸地域に対する検討が行われていない。なお、

労働集約産業の競争優位と資本・技術集約産業の

競争劣位を明らかにしているが、今後より詳細な

産業分類の分析が求められよう。

　産業構造の調整と国際競争力の変化に関連し、

最近展開されている雁行形態中国国内版の議論を

紹介しよう。崔（2007）は中国東部、中部、西部

の経済発展は雁行形態における東アジア諸国の状

況に類似しており、中国内部において雁行形態が

存在する条件は整っていると主張している。さら

に、東部、中部と西部における発展段階の相違と

それぞれの比較優位を生かし、東部を雁の群れの

先頭として、中部を雁の群れの中位として、西部

を雁の群れの後尾として雁行形態を形成させ、雁

行形態を通じて資本、技術の内陸部への移動を促

すことを提唱している。この議論は楊（2006）、

劉（2006）、王（2004）、周（2008）の研究でも支

持されている。日本国内において関（2009）も同

様な議論を展開している。しかし上記の研究は雁

行形態の現象を議論しており、理論の本質に対す

る検討が少ない。貿易データに基づく定量の検証

を行っているわけではなく、定性的な議論にとど

まっている。

　産業の国際競争力とは、特定の産業に関しての
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国際経済取引における競争力の強さをいい、狭義

には輸出競争力のことをさす 6。国際競争力をは

かる指数として、貿易特化係数や顕示的比較優位

指数などが使われる。顕示的比較優位指数の分析

は今後の課題として、本稿では貿易特化係数を使

用して分析を行う。貿易特化係数を用いて地域間

の産業輸出競争力を分析することは限界がある

が、重要な指標の一つとして考えられる。

　本稿で取り扱う産業は主に製造業を対象にして

検討する。製造業とは自然界に存在しない人工物

を作りだす産業の総称である。製造業は第２次産

業の中心をなすもので、工業とほぼ同義に使用さ

れ、日本の場合建設活動を含めない 7。本稿は製

造業から一部の製品を抽出し、貿易分析を通じて

関連産業の国際競争優位構造を研究する。

　産業の国際競争優位構造は一般に産業構造の国

際的側面として考えられる。産業構造とは経済全

体に対する個別産業の組み合わせの状態をさす 8。

産業構造は各産業の生産額、就業人口数、所得、

資本量、需要条件、技術水準などによって決定さ

れる。本稿では産業構造の一面である国際競争優

位の検討に特化して分析を行う。

　本文はHS分類基準を採用し、付加価値の低い

資源集約産業・労働集約産業から、付加価値の高

い高級消費財、機械・電子製品、重工業製品など

の資本集約産業まで計 16 製品を選んだ。製品の

選定には雁行型経済発展論の分析手法 9 を考慮し

つつ、関連産業の代表製品として一般に認められ

るものを筆者の判断により選定した（括弧の数字

はHSコード 10）。

　繊維製品：衣類品（6100）（1）、衣類品（6200）

（2）（（1）はメリヤス編み又はクロセ編みのもの

に限る、（2）はメリヤス編み又はクロセ編みのも

のを除く）

　一般化学製品：セメント（6810）、ガラス製品

（7013）

　家電製品：洗濯機（8450）、冷蔵庫（8418）、テ

レビ（8528）

　情報製品：携帯電話・デジカメ（8525）、パソ

コン（8471）

　重工業製品：鋼鉄（7200）、乗用車（8703）

　高級部品：エンジン（8408）、集積回路（8542）

　高級資本財：織機（8446）、マシニングセンター

（8457）、石材加工機械（8464）

　前述のように貿易特化係数（Trade Specializa-

tion Coefficient、TSC）を使用する。指数の定義

は以下の通り： 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　TSC の値は貿易特化の程度を反映し、輸出産

業の国際競争優位を表す。TSC 値はマイナス 1

からプラス 1の間にあり、大きいほど国際競争力

が強いことを意味し、小さいほど国際競争力が弱

いことを意味する。特定の産業に対して時系列

でTSC 値を計算すれば、当該産業の国際競争力

の変化が確認できる。また、中国国内諸地域の

TSC 値の計算により、地域間における産業の国

際競争優位構造を知ることができる。

　中国の経済地理区分について近年数多くの区分

法が提起されている。中国を東部、中部、西部三

つの地域に分ける方法のほか、「四つの経済ブロッ

ク」や「八つの総合経済地域」の分け方も使用さ

れている 11。いずれも地域経済の特徴を理解する

ために有益な区分法であるが、本稿は沿海部と内

陸部の比較という意味で、＜中華人民共和国国民

経済と社会発展の第七次五カ年計画＞ （中国国務

院、1986 年 4 月 12 日）に定義された東部、中部、
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西部の区分法を使用する。

東部（11 省市）：北京、天津、河北、遼寧、上海、

江蘇、浙江、福建、山東、広東、海南

中部（8省）：山西、吉林、黒龍江、安徽、江西、

河南、湖北、湖南

西部（12 省市）：四川、重慶、貴州、雲南、チ

ベット、陝西、甘粛、青海、寧夏、新疆、広

西、内モンゴル

　中国の海関統計諮詢網（税関統計コンサルティ

ングネット――筆者訳）12 より、前述の 16 製品

に対して 1994 年から 2008 年まで２年おきに省別

の輸出入データを収集した。データは輸出入会社

により税関に提出された通関申告書に基づき、申

告書に記載されている輸出入会社の所在地によっ

て集計されている。例えば中部地域に立地する輸

出会社の製品は、東部の税関を通じて輸出して

も、輸出データが東部の統計に入らず、中部の輸

出データとして集計される。このようなデータは

東部、中部、西部の貿易状況をかなり正確に反映

しているといえよう。本稿で使用するデータは特

別に注を付けている部分を除き、すべて海関統計

諮詢網から入手したデータである。

　中国国内の諸地域の分析に入る前に、中国全

体における産業別国際競争力の変化を見てみよ
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う。図１は 1994 年から 2008 年にかけて 16 製品

の TSC 値の変化を表している。横軸は年度、縦

軸はTSCの値を表す。結論からいうと、16 製品

は TSC 値の変化状況により４つのパターンに分

類できると考えられる。

　パターン１に分類できるのは衣類品（1）、衣類

品（2）、セメント、ガラス製品である。1994 年

から 2008 年にかけて高い国際競争力を維持した

まま推移していることが特徴である。前述のよう

に中国全体の貿易構造は労働集約製品・資源集約

製品依存から脱却し、機械製品・電子製品など付

加価値の高い製品に依存する構造になっている

が、国際的に見たら労働集約産業と資源集約産業

は依然として強い競争優位を保っていることが分

かる。

　パターン２に分類できるのは洗濯機、冷蔵庫、

テレビ、携帯・デジカメ、パソコン、鋼鉄である。

1994 年から 2008 年にかけて急速に国際競争力が

増強し、TSC 値が右上がりの構図になっている

ことが特徴である。携帯・デジカメとパソコンは

付加価値の高い情報製品と言われるが、集積回路

など高度な部品を海外から輸入し、中国で組み立

てる工程を行うことが多いため、一定の資本・技

術を要する労働集約型の情報製品と言えよう。鋼

鉄については、2001 年の世界同時不況の影響で

輸出が一時的に減少し、TSC で表す国際競争力

が低下した。その後持ち直して 2006 年になると

TSC 値はプラスとなった。これは中国国内にお

ける鋼鉄生産能力の急騰に関連している。

　パターン３に分類できるのは乗用車、エンジ

ン、集積回路である。TSC で表す産業の国際競

争力は伸び悩みまたは低下傾向にある。国際競争

力が弱くなったように見えるが、輸出額が増えて

いることから、輸入額は輸出額以上に拡大してい

ることが確認できる。例えば乗用車の輸出額は

1994 年に 2,011 万ドル、2008 年には 299,334 万ド

ルに急成長したが、輸入額は 163,831 万ドルから

1,404,035 万ドルになり、輸出の成長を遥かに超

える額で拡大した。エンジン、集積回路も輸出額

ではそれぞれ 1994 年の 7,318 万ドル、15,782 万

ドルから 2008 年の 68,684 万ドル、2,469,341 万ド

ルに成長したが、輸入額はそれぞれ20,059万ドル、

163,399 万ドルから 417,851 万ドル、13,058,409 万

ドルになり、輸出を大幅に上回る速度で拡大した。

TSC で表す国際競争力の低下は中国国内市場の

急速な成長がもたらした結果と言えよう。

　パターン４に分類できるのは織機、マシニン

グセンター、石材加工機械である。依然として

TSC の値が低く、弱い産業国際競争力のまま推

移していると言わざるを得ない。石材加工機械の

競争力が高まっているが、不動産業界の急成長と

北京オリンピックの影響で建設ラッシュが続き、

石材加工機械の国内生産が徐々に拡大していると

考えられよう。織機、マシニングセンターは輸入

に頼っている状況である。

　上記４つのパターンをより明確に示すために、

それぞれのパターンから１品目ずつ抽出して図

２にまとめた。図２は衣類品（1）、冷蔵庫、エ

ンジン、マシニングセンターの国際競争力の変

化を示している。1994 年から 2008 年にかけて中

国の産業国際競争力の変化がこの４つのパター

ンに代表されると言えよう。衣類品（1）に代表

される労働集約産業は強い国際競争力を持ち続

けている。冷蔵庫に代表される家電産業、情報

産業は急速に国際競争力を付けて成長している。

エンジンに代表される高度な部品産業と一部の

高級消費財は国内市場の拡大により、輸入額が

輸出額を上回った結果、国際競争力が低下して

いる。マシニングセンターに代表される高度な

資本集約産業、重工業産業は依然として競争力

が低下したまま推移している。４つのパターン

について今後の動きが注目されよう。本稿では

16 製品の分析で上記４つのパターンを観測した

が、今後品目数を増やしてより広汎な製品の検

討を行っていきたい。
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　この節では、中国国内の地域間における産業の

国際競争力の構造と変化を検討する。図３は大き

く紙面を取ったが、左側のTSC の値のグラフは

東部、中部と西部における産業別国際競争力の変

化を示し、右側のグラフはそれぞれの地域の輸出

額を表している。セメントのグラフにおける西

部のTSC 値が激しく変化しているが、西部にお

ける産業国際競争力の激変を意味するのではな

く、あくまで西部に属する一つまたは二つの省に

おける偶発的な輸出入の変動として捉えるべきで

ある。その理由として以下の事実が挙げられる。

セメントの西部におけるTSC値は 1996 年の 0.97

から 1998 年の -0.81 に急低下したが、これは江西

省におけるセメントの輸入が急に増えたからであ

る。さらにTSC 値が 2004 年の 0.74 から 2006 年

の -0.24 に減じたが、完全に四川省の輸入増加に

起因したものである。これらの動きは三峡ダムの

建設に関連していると容易に推測できる。

　図３から二つの結果が確認できる。まず輸出額

では東部、中部と西部に大きな格差が存在してい

るが、TSC の値からみると地域間における産業

別国際競争力の優位構造は類似しており、中国全

体における産業国際競争力の４つの変化パターン

が東部、中部と西部にも共通している。この結論

は本稿の検証価値に影響を及ぼさないものと考え

られる。諸地域は同じ結果であるから検証する必

要はないとの指摘を受けるかもしれないが、この

結果は資本・技術が蓄積している東部で資本集約

産業が発達し、労働・資源が豊富な中部と西部で

労働・資源産業が発達する構造は中国に存在しな

いことを証明している。戸籍の移動制限があるも

のの、東部地域は中部、西部から出稼ぎ労働者を

受け入れる形で労働集約産業の国際競争力を維持

していると考えられる。中国における同一労働市

場の形成が進んでいることも物語っている。

　次に産業移転の視点からみてみよう。TSC で

表す国際競争力のグラフでは、東部における付加

価値の低い産業が中部、西部に移り、同時に中部

と西部の当該産業の国際競争力は徐々に上昇する

動きがどの産業にも確認されない。雁行形態中国

国内版の議論が主張するような産業移転は、少な

くとも 1994 年から 2008 年までの間に行われてい

ない。さらに輸出額のグラフで確認できるように、

産業は東部から中部、西部へ移転する動きは確認

されず、むしろ東部の輸出額が急速に拡大し、中

部と西部との格差を広げている。中国における産

業の非移転性について多くの要素を含むと考えら

れる。中国は発展途上の段階であり、東部でも成

長の余地が残っており、産業移転より産業拡大の
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動きが重要であると考えられる。また、労働力資

源は東部に集約されており、労働者賃金が製造業

が撤退するほど上昇しない限り、労働力集約産業

の中部、西部への移転が困難であることも指摘で

きる。産業移転において中部、西部のインフラ整

備と投資環境の改善、外資系企業の投資性向およ

び中央政府の政策指導も重要であろう。いずれに

しても東部から中部、西部への産業移転は雁行形

態中国国内版の議論が主張するような形に進んで

いないのが事実である。
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　本稿では 7 産業分類における 16 製品に対し、

1994 年から 2008 年まで２年おきに省別の輸出入

データを収集し、中国全体および地域間における

産業の国際競争力の変化を分析した。まだ数多く

の問題点が残っているが、以下３つの結論が得ら

れた。

　第一に中国における産業国際競争力の変化は４

つのパターンに分けられる。繊維製品と一般化学

製品は強い国際競争力を持ったまま推移してい

る。家電製品、情報製品と一部の重工業製品は国

際競争力が急速に増強している。一部の高級消費

財と高度な部品は国内市場の拡大により輸入が急

増し、結果的にTSC で表す国際競争力が伸び悩

みまたは低下傾向にある。高級資本財産業は依然

として低い国際競争力のまま推移している。上記

４つのパターンは 1994 年から 2008 年にかけて明

確に現れているが、今後の変化について興味深く

検証していきたい。

　第二に東部、中部と西部における産業別国際競

争の優位構造が類似しており、全国で見られた４

つのパターンが地域間において共通している。

　第三に輸出産業は付加価値の低い産業から高い

産業の順に東部から中部と西部に移転するという

動きがどの産業にも見られない。TSC の値と輸

出額の変化をみると、東部から中部、西部への輸

出産業の移転は本稿で検証した 16 製品のどの品

目においても確認されない。1994 年から 2008 年

にかけて、中国の東部、中部と西部における産業

発展は雁行形態中国国内版が主張したような形に

沿って進んでいないという結論が得られた。

　本稿に残されたいくつかの課題を提起したい。

まず分析の手法についてである。産業の国際競争

力に特化して分析を行ったが、特定地域の産業実

態を明らかにするためには貿易特化係数のみなら

ず、国内取引ないし生産高からの分析も必要であ

る。とくに内需拡大が今後中国経済の成長のかぎ

であるとの見方が強まる中、生産面や国内取引の

分析はますます重要となる。次に地理的区分につ
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いてである。中国を東部、中部と西部に分けて検

討したが、今後省・市ベースの分析を通じ、産業

別国際競争力の変化の状況から自然に形成される

地域の特徴を描き出し、経済的に意味のある地理

的区分を行っていきたい。特定の地域に特化して

分析を行い、その地域における特殊政策、経済的

特性、生産・需要構造の検討を通じて産業競争力

を分析する必要がある。第三に雁行形態の議論に

ついてである。本稿ではデータによる定量分析を

通じて雁行形態の中国国内版議論を検討したが、

雁行形態の現象への検証にとどまっており、雁行

型理論の本質的議論は今後の課題として残してお

きたい。このように課題は数多く残っているが、

本稿は中国の産業国際競争力の分析に１つのたた

き台を提供したと言えよう。今後も諸課題への検

討を深め、この研究を続けていきたい。
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This paper investigates changes of the inter-

national competitiveness of the industries within 

China by using the index of Trade Specialization 

Coefficient (TSC) across labor-intensive industry 

to capital-intensive industry. Import and export 

data across 7 industrial fields and 16 items of In-

ternational Trade goods from 1994 to 2008 were 

analyzed. We obtained the following conclu-

sions: 1) changes of the industry’s international 

competitiveness in China can be classified into 

4 patterns; 2) from 1994 to 2008, there were big 

differences in export volumes between Eastern, 

Central and Western regions of China, however 

the changes in the comparative advantage was 

almost the same; 3) the industrial transfer pro-

posed by the domestic version of Flying Geese 

pattern in China has not yet occurred.




